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管種・継手  

図5－2 良い地盤（埋立地以外）での管種・継手と被害率との関係（新潟県中越地震）3）   

注）配水用ポリエチレン管の被害はフランジ継手部の被害であり、融着継手部の被害は無かった。  

文献2）では、ダクタイル鋳鉄管のA形、K形継手別に被害分析がなされており、これらの継  

手の被害比率を図6に示す。K形の被害率はA形の約1／3であることが分かる。  

図6 ダクタイル鋳鉄管のK形、A形継手の被害比率（神戸市）2）  

－14－   



文献1）では被害形態別に集計がなされており、図7に硬質塩化ビニル管の被害形態の比率を示  

す。7割以上が管体・継手破損の被害となっている。  

4％  

日管体・継手破損  

■継手抜け  

ロその他  

図7 硬質塩化ビニル管の被害形態の比率（神戸市、芦屋市、西宮市）1）  

b）¢75 硬質塩化ビニル管 破損  a）¢75 硬質塩化ビニル管 破損  

写真1硬質塩化ビニル管（TS継手）の破損例l）（阪神・淡路大震災）  

b）¢450 鋳鉄管 継手部抜け  

（阪神・淡路大震災）   

a）¢250×¢150十字管 鋳鉄管 折損  

写真2 鋳鉄管の破損例l）  
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a）¢150 石綿セメント管 継手部抜け  b）¢100 石綿セメント管 継手部割れ   

写真3 石綿セメント管の破損例（a：十勝沖地震5）、b：有珠山噴火に伴う火山性地震6））   

［出典］  

1）1995年兵庫県南部地震による水道管路の被害と分析、日本水道協会、H8．5  

2）地震による水道管路の被害予測、日本水道協会、HlO．11  

3）新潟県中越地震水道被害調査報告書、新潟県中越地震水道現地調査団（厚生労働省健康局水道   

課）、H17．2  

4）ガス用ポリエチレン管技術資料、日本ガス協会、H18．3  

5）2003年十勝沖地震被害調査報告会、土木学会、H15．12  

6）2000年有珠山噴火における水道管路被害および地盤変状調査結果概要、ダクタイル鉄管協会、   

H12．10  
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（2）管路が備えるべき耐震性能と管種・継手ごとの耐震レベルの例   

前述の4．（1）で示した日本水道協会等による地震による管路被害実績データ（図3、4、5－1、5－2、   

6）、水道管業界団体から提出された仕様データ、水道事業体からのヒアリング結果を踏まえ、埋   

設管路について、代表的な管種ごとに、基幹管路、配水支管が備えるべき耐震性能への適合性に   

ついて、特に過去の地震における被災経験に重点をおいて整理した（表ト1～5）。   

表の作成にあたっては、耐震適合性を広く判断できるよう、埋立地、軟弱地盤を視野に入れて   

整理した。  

なお、レベル1地震動、レベル2地震動に対する要件をともに満たすとき、各管路が備えるべ   

き耐震性能を有すると解釈できる。  

また、配水支管のレベル2地震動に対する耐震性能については、システムとしての代替性の確   

保、多重性等により総合的に達成されるものであると考えられることから、整理から除外してい   

る。ただし、できるだけ耐震性能の高い管種・継手を採用することが望ましい。  

○：耐震適合性あり  

×：耐震適合性なし  

△：被害率が比較的に低いが、明確に耐震適合性ありとし難いもの  

a）ダクタイル鋳鉄管、鋳鉄管  

ダクタイル鋳鉄管（K形継手等）については、地盤の状況に応じて被害率が異なるため、注釈を   

付すこととしたが、各水道事業者の判断により採用することは可能である。  

表7－1ダクタイル鋳鉄管等の耐震適合性  

管種・継手   配水支管が備え  

るべき耐震性能  レべ二八ニ‾T‾地震軒  レベル1地当動  レベル2地当  ‥  

に対して、個々  に対して、原則  に対して、個々  
に軽微な被害が  として無被害で  に軽微な被害が  
生じても、その  生じても、その  
機能保持が可能  機能保持が可能  
であること。   であること。   

ダクタイル鋳鉄管（NS形継手等）   ○   ○   ○   

ダクタイ／レ鋳鉄管（K形継手等）   （⊃   ○   注1）   

ダクタイル鋳鉄管（A形継手等）   ○   △   ×   

鋳鉄管   ×   ×   ×   

注1）：ダクタイル鋳鉄管（K形継手等）は、埋立地など悪い地盤において一部被害は見られたが、  

岩盤・洪積層などにおいて、低い被害率を示していることから、良い地盤においては基幹管  

路が備えるべきレベル2地震動に対する耐震性能を満たすものと整理することができる。  

－17－   



b）鋼管  

鋼管（溶接継手）については、下表のとおりである。なお、鋼管（ネジ継手）については、現在使用  

されているライニング鋼管の被災実績データが得られないことから、評価対象から除外した。  

表7－2 鋼管の耐震適合性  

管種・継手   配水支管が備え  

るべき耐震性能  ‾‾‾ てノぺルT地震訂      レベル1  ‾‾レスざルづ‾地■震動‾  

に対して、個々  に対して、原則  に対して、個々  
に軽微な被害が  として無被害で  に軽微な被害が  
生じても、その  生じても、その  
機能保持が可能  機能保持が可能  
であること。   であること。   

鋼管（溶接継手）   ○   ○   ○   

c）ポリエチレン管  

配水用ポリエチレン管（融着継手）の使用期間が短く、被災経験が十分ではないことから、   

十分に耐震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられること、また、悪い地盤におけ   

るレベル2地震の被災経験がないことからそれぞれ注釈を付すこととしたが、各水道事業者の   

判断により採用することは可能である。  

表7－3 ポリエチレン管の耐震適合性  

管種・継手   配水支管が備え  

るべき耐震性能  ‾‾‾‾ レベルT地震訂  レベ／レ1  レベル2  

に対して、′個々  に対して二 原則  に対して、個々  
に軽微な被害が  として無被害で  に軽微な被害が  
生じても、その  生じても、その  
機能保持が可能  機能保持が可能  
であること。   であること。   

配水用ポリエチレン管  ○   （⊃   注2）   

（融着継手）注1）  

水道用ポリエチレンニ層管  ○   △   ×   

（冷間継手）  

注1）：配水用ポリエチレン管（融着継手）の使用期間が短く、被災経験が十分ではないことから、  

十分に耐震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられる。  

注2）：配水用ポリエチレン管（融着継手）は、良い地盤におけるレベル2地震（新潟県中越地震）  

で被害がなかった（フランジ継手部においては被害があった）が、布設延長が十分に長いとは  

言えないこと、悪い地盤における被災経験がないことから、耐震性能が検証されるには未だ時  

間を要すると考えられる。  
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d）硬質塩化ビニル管  

硬質塩化ビニル管（RRロング継手）の使用期間が短く、被災経験もほとんどなく、十分に耐   

震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられることから、注釈を付すこととした。（注  

1）。また、硬質塩化ビニ／レ管（RRロング継手）は硬質塩化ビニル管（RR継手）よりは優れてい   

るといえるものの、被災経験がないことから、基幹管路が備える耐震性能についても、注釈を   

付すこととした（注2）。各水道事業者の判断により採用することは可能である。  

なお、硬質塩化ビニル管（RRロング継手）には離脱防止機能を有するものも開発されている。   

本管種については、金属管と比べて強度が1／10程度と低く、かつ、使用実績・使用期間ともに   

少ないことから十分な耐震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられるが、各水道事   

業者の判断により採用することは可能である。  

表ト4 硬質塩化ビニル管の耐震適合性  

管種・継手   配水支管が備え  

るべき耐震性能  ‾‾‾‾ レ萌r地震軒  レベル1地震動  ▼▼レべjレセ▼弛震動  

に対して、個々  に対して、原則  に対して、個々  
に軽微な被害が  として無被害で  に軽微な被害が  
生じても、その  生じても、その  
機能保持が可能  機能保持が可能  
であること。   であること。   

硬質塩化ビニル管  ○   注2）   

（RRロング継手）注1）  

硬質塩化ビニル管（RR継手）   ○   △   ×   

硬質塩化ビニル管（TS継手）   ×   ×   ×   

注1）：硬質塩化ビニル管（RRロング継手）は、RR継手よりも継手伸縮性能が優れているが、使用  

期間が短く、被災経験もほとんどないことから、十分に耐震性能が検証されるには未だ時間を  

要すると考えられる。  

注2）：硬質塩化ビニル管（RRロング継手）の基幹管路が備えるべき耐震性能を判断する被災経験は  

ない。  

e）石綿セメント管  

表7－5 石綿セメント管の耐震適合性  

管種・継手   配水支管が備え  

るべき耐震性能  ‾‾‾ レ萌て地震斬  レベル1地州動  ‾レンモル‾セ‾鰭震■動▼  

に対して、個々  に対して、原則  に対して、個々  
に軽微な被害が  として無被害で  に軽微な被害が  
生じても、その  生じても、その  
機能保持が可能  機能保持が可能  
であること。   であること。   

石綿セメント管   ×   ×   ×   

－11）－   



f）留意事項  

（D その他の管種・継手  

表「ト1～5に示す管種・継手の耐震性能は代表的な管種のみの表示であるため、例示され  

ていない管種・継手や今後高い耐震性を有した管が技術開発された場合には、技術的な追求  

と水道事業者の判断において使用することは可能である。   

② 配水本管と配水支管の分類  

簡易水道においては、配水本管と配水支管の区別がない場合が多い。このような場合には   

配水管として配水支管が満たすべき耐震性能を満たす管種・継手を採用することとするが、  

できるだけ耐震性能の高い管種・継手を採用するよう努めることが望ましい。   

③ 小口径の管路  

¢40m以下の管路においては、表7に示す管種・継手が存在しない場合がある。このよう  

な場合にあってもできるだけ耐震性能の高い管種・継手を採用するよう努めることが望まし  

い。   

④ 属異類等  

仕切弁・消火栓・空気弁等の属具類については、既往地震における被害事例等を参考に、  

弁室との取り合い部、伸縮可とう継手の有無、弁室との相対変位等も想定条件に付加し、弁  

室の補強、躯体への固定化などの必要な対策を講じることが望ましい。  

また、構造物との取り合い部、水管橋の橋台付近などについても、同様である。  

（9 地盤条件の判断  

地盤条件の判断については、各事業者において、地質分布・断層の有無を的確に把握する  

など十分検討した上で判断すること。   

⑥ 管路内配管等  

管路内配管（PIP、シールド内配管）や配水池等の構造物内配管のように別途耐震を考慮し  

ている場合は耐震性能を有すると判断しても良い。  
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5．優先的に更新■布設替えに取り組むべき管路   

管路の耐震化を図るためには、耐震性の低い管路を中心に更新・布設替えが進められることが重要  

である。石綿セメント管については、耐震性が非常に低く、また漏水対策などの観点からも早急に布  

設替えが図られるべきである。また、石綿セメント管以外の耐震性の低い管についても計画的に布設  

替えが図られる必要がある。  

（1）石綿セメント管を巡る現状  

・石綿セメント管は、耐震性が非常に低く、また、経年による材質劣化が著しいため漏水事故が多発  

するなど、多くの問題を抱えている。  

・石綿セメント管については、従前より布設替えを推進してきたところであるが、平成16年度末時   

点で、水道事業及び水道用水供給事業において約1万6千kmが残存している。  

・石綿セメント管の残存延長は近年減少傾向にあるものの（図8）、一部の事業体では残存延長が   

200kmを超えているなど（表8）、事業体により残存状況に偏りが見られ、特に残存延長の長い事業   

体では、角酎肖に向けた取り組みの遅れが顕著である。  
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図8 石綿セメント管布設状況   

平成18年5月に厚生労働省が、石綿セメント管残存延長の長い60事業体を対象に実施したアンケ  

ート調査1：53事業体から回答）では、今後10年以内に石綿セメント管を解消できるとしている事  

業体は45％にとどまった。（図9）  

解消に10年以上を要すると見込んでいる事業体は、財源不足や残存延長の長さ等を理由に挙げて  

いる。  
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表8 石綿セメント管残存延長の多い水道事業体  

（平成16年度水道統計より）  
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図9 石綿セメント管残存距離の多い事業体における石綿セメント管解消予定  
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（2）今後の対策について   

石綿セメント管については、早期解消が望ましいが、なかなか更新が進まない現状もある。更新が   

進まない理由としては、財源不足、職員不足、事業規模に比して大量に残存していること等が挙げ   

られるが、これらの問題点の解決に向け、補助制度の一層の活用を図るほか、新たな施策について   

も検討を進めることが望ましい。各事業体においては、石綿セメント管についての補助事業が平成   

23年度までの5年間の期限が定められた事業（補助事業について再要求することが妨げられたわ   

けではないが）となったことに十分留意して取り組む必要があり、積極的に更新・布設替えを実施   

していかなければならない。図9に示したように石綿セメント管解消予定が平成30年以降である   

事業体、解消予定が未定となっている事業体も少なくない。しかし、石綿セメント管については早   

期の解消が望まれており、全ての水道事業体において、今後10年以内に解消できるような計画を   

策定すべきである。   

石綿セメント管以外の耐震性の低い既設管路についても、更新・布設替えの際には、管の重要度   

に応じて地震動に対して安全な管が使用されるようにすべきである。特に基幹管路及び拠点医療施   

設等へ至るルートについて、優先的、計画的に更新を進めることが重要である。   

既設管路における管種・継手別の更新優先順位の考え方を表9に示す。   

耐震性の低い管を着実に更新していくためには、耐震化事業を各水道事業体の事業計画に位置づけ   

ることが不可欠である。既存施設の耐震性能に関して「その施設の大規模な改造のときまでは、こ   

れらの規定を適用しない。」とされている施設基準の経過措置については、結果的に耐震化事業の   

実施を滞らせているという問題が指摘されており、その運用についての見直しが必要である。また、   

基幹管路として布設されている鋳鉄管及び塩化ビニル管・TS継手についても、老朽化の進行度を   

踏まえつ1）、遅滞なく適切な耐震性能を有する管種・継手への転換を進めるよう計画的な布設替え   

に努めることが必要である。  

表9 既設管路における管種・継手別の更新優先順位の考え方  

管種・継手   基幹管路   基幹管路以外   

硬質塩化ビニル管（TS継手）  ②   ③   

鋳鉄管  

石綿セメント管   ①   ②   

6．結論   

管路の耐震化に関する検討会では、管路施設の耐震化を推進するため、管路被害実績データ、水道  

管業界団体から提出された仕様データ、水道事業体からのヒアリング結果に加えて、水道ビジョンや  

水道事業ガイドラインにおける耐震管路の定義及び水道の耐震化計画指針（案）における耐震性の低  

い管路の例示を踏まえ、埋設管路について、代表的な管種ごとに、基幹管路、配水支管が備えるべき  

耐震性能への適合性を整理した。   

その成果として、「基幹管路については供用期間中に1、2回発生する確率を持つレベル1地震動で  

も原則として無被害であること、かつ、直下型地震又は海溝型巨大地震に起因するレベル2地震動で  

も軽微な被害が生じても機能が保持されること、配水支管ではレベル1地震動でも軽微な被害が生じ  

ても機能が保持されることとし、それらに対応できる管種・継手を採用すること」など、管路の備え  

るべき基準について整理した。また、埋設管路について、代表的な管種ごとに、基幹管路、配水支管  
が備えるべき耐震性能への適合性についても、特に過去の地震における被災時の実績データに重点を  

置いて整理した。   

なお、ここで示した管路の満たすべき耐震性能は、基本的な考え方を示すものであり、どの管種・  

継手を選択するかについてほ、各水道事業体が、地域特性、地域防災計画との整合性、埋設箇所の環  

－23－   



境等を総合的に判断して決定すべきものである。   

一方、石綿セメント管の補助制度については5年間の時限事業となったことを十分に考慮し、早急  

に更新、布設替えを実施していくべきである。また、石綿セメント管以外の管についても、特に基幹  

管路及び拠点医療施設等へ至る管路については、優先的、計画的に更新を進めることが重要である。   

なお、耐震性の低い管を着実に更新していくためには、耐震化事業を各水道事業体の事業計画に位  

置づけることが不可欠であることから、耐震化計画の策定、計画的更新に向けた指導を行っていく必  

要がある。   

最後に、本検討会の成果が、管路の耐震化に関する各施策に反映されることを切に期待する。  

以上  

－24－   



各管種の性能仕様及び過去の地震における被害実績一覧  

印 嘱草現格 口臥：  ノ＝継手仲揮嘩筐，J  継手♯鱒防止性鳶  ∴管悸強度   材料申伸び  被害率（件仙）  備考  

血ポ ：＝二  仲攣 
（ 細け （ⅣⅧ‡）   偶） 許容盃ケrJ  

水道用タクタイル蹄鉄管（S形継手等）   刀WAGl13－ZOO4  75 ～ 2600   ：±1．ロ  3．0●D以上米♭   4ZO以上   1t）以上   0．3  被害なし   被害なし  

水道用ダクタイル鋳鉄管（X形裾手等）   邦人Gllこ！－2084  75 ′－ 2600  ＋8．4－－1．8   0   420以上   10以上   0．3   0．048   0．080   0．170   0．166  

水道用塗覆製鋼管（溶接継手）   ∬■AGl17－2（氾4  80 －3000  管体強度以上   400以上   ユ8以上   0．4  0．090   披害なし  

一般配管用ステンレス鋼管   JISG：〉448－Z004   8 一－ 300  520以上   Z5以上   0．3  

水道用銅管（CP）   JTT人HlOl－Z印〕4   13 、  50  205以上   40以上   0．OZ  

水道用高級鋳鉄管（印ろう継手）  75 ～1500   伸稀なし   0   245以上  ほとんどなし  0．170   0．Z20   0．500  

配管用炭素橋脚管（通称：亜鉛メッキ紳管、白管） （ネジ継手）  JISG345：：－1997   6 ′－ 500   ±0．  2．3■D以上繁7   29（】以上   30以   0．4  0．622  

水道用硬貨塩化ビニルライニング鋼管（ネジ継手）  J甘ⅥlK：16－2004   15 ‾－150   ±0．  2．3事♪以上党7   Z90以上   30以   0．4  

水道用ポリエチレン粉体ライニング銅管（ネジ継手）  J一触X132－ZOO4   ユ5 ・－150   ±0．  4．3■D以上光○   290以上   3t）以   0．4  

水道用石綿セメント管  50・－1500   伸縮なし   0   ユ4以上  ほとんどなし  0．480   0．940   乙720  

水道用硬質塩化ビニル管（TS継手）   JIS】く6742－2004   13 一－ 150  49以上   5（】・－150   1．25   0．270   2．240   1．100   0．669  

水道用ゴム輪形・旺質塩化ビニル管（RRJ継手）   Ⅳl人X127－ZOO4  50 、 ユ50   ±0．4   8   49以上   5（）～150   ユ．Z5  

水道用ゴム輪形耐衝撃性硬質塩化ビニル管  
（ロング受口RR管）   

．Ⅳ一人K】29－2004  50 、・150   ±1．5   0．3事㌔6   49以上   50■－150   1、25  

水道配カ、用ポリエチレン菅（融着紹手）   JmK144－Z（抑4   75・、 150  管休漁度以上   ZO以上   350以上   3．0以上  0．081闇  

水道用ポリエチレンニ届管（冷間超手）   JISX6762－Z伊）4   ユ3 ′－  50  9．8以上   350以上  よ書継手の水遭配水用 ポリエチレン菅と同機  

多屑管（鋼帯外そう等ポリエチレン管）  
内■管は融着用手の水  

50・－ 印0  ZO以上   350以上   遭6己水用ポリエチレン  
管と同様  

※1）宮城県沖地震、昭和53年6月、29事業体の平均Ⅶ （水道協会雑誌 昭和54年11月 第542号「19柑年宮城県沖     地震による水道施設の被害とその教計   j 鈴木繁）   

※Z）日本海中部地震、昭和58年5月、3市の平均せ （水道協会雑誌 昭和醐年6月 第609号「1983年日本海中部地震による水道施設被害」 須藤光亀他）  
※3）兵ヰ県甫割地震、平成7年1月、7事業体の属具の被害件数を考慮した平均値 （（吐）日本水道協会「1995年兵ヰ県南部地震による水道管路の被害と分析」（平成8年5月））  
※4）新潟県中越地震、平成16年10月、小千谷市 （土木学会（第1次卜地盤工学会合同調査虚「平成16年新潟県中越地震弟一次調査団調査速乳上水道」（平成16年1月））  

新潟県中越地震、平成16年10月、小千谷市 （新潟県中越地震水道現地調査団（厚生労働省健康泉水道課）「新潟県中越地震水道被害研査報告書 長岡市山古志地域偏」（平成17年10月））  
菜5）離脱防止性能がなくとも、伸縮tにより、相当する離脱防止性能を持つものと評価できる．  
※6）D：管外径（Ⅶ）、一般には呼び径とする．  
※7）呼び径25mmで切削ねじ継手の場合．  

※8）呼び塩25mで転連ねじ継手の場合．  
※9）※4）による観音事では、被害凱士2カ所、被害率は0．ユ6ユ件／bとなっていたが、表中の被害率は給水用ポリエチレン管の被害を除いた。（被害率は水道用ポリエチレン・継手連合会からの聞き取り，布設題長は12．4血。）  

さらに、残り1件も融着継手管路のフランジ継手からの漏水であり、融着継手部分からの被害はない．  
備考1）口径については、（社）計本水道協会の規格に従った．（一般配管用ステンレス鋼管、水道用硬質封ヒビニル管（TS紹孝）及び水道用ポリエチレンニ眉管については、日本水道協会規格がないので、日本工業規格に従った．）  
傭考2）塩化ビニル管及びポリエチレン管の引張強さや伸び専の機械的性質吼輔時の温度罰℃に於ける平均値。  
伸考3）茄Pの被害率（兵庫県南部地震によむ水道管路の被害と分析・日本水道協会）が3事業体（神戸市、芦屋市、百官市）のクロス集計（マッピングデータから集計したもの）での平均値で5．亜5件／血とされているが、これは埋設延長が1．09触止極き割こ少ない中での  

統計上の数字であることと，昭和亜年以降使用されていない亜鉛めっき鋼管の劣化によるものと考えられる．   



管路布設 の歴史（関係団体作成）  

管種  1920   1930   1940   1950   1960   1970   1980   1990   2000   使用延長  出荷延長  
（平成1（う年度末）   （平成16年度）   

ダクタイル鋳鉄管（S形継手等）   ダクタイル鋳鉄管用  （S形、SII形、NS形、PⅡ形、PN形）  推言十値拍16年度水  2，999km  
ポリスリープ  道統計十H15年・度簡  

1975年協会規格化、  （A形、K形、T形、U形、KF  易水道統計）  
り  ダクタイル鋳鉄管（K形織手等）  2005年JWWA規格化  形、UF形、フランジ形等）  339．265km  5．729km  

3  鋳鉄管（印ろう継手）  
28，762kIⅥ  

（推計値・同上）   Okm  

4  鋼管（溶接）  52kl”  

5  鋼管（印ろう・フランジ・ねじ・メカニカル継手  

等）  

6  配管用炭素鋼鋼管（通称：亜鉛メッキ銅管、   1933年水道協会 総会で規格化  ト規格は生きているが、水道用としては使用されて  

白管）（ネジ継手）  いない  

鋼管の敷設延長は  
水道用硬質塩ビライニング銅管（ネジ継手）  ＼＿      ：ムー     し 、  一まとめであり  

管種別統計はな  
水道用ポリエチレン粉体ライニング銅管（ネ  

8   ジ継手）  1977年日本水蓮鋼管協会規格制定、1982年】－ⅣAK132として規格化  い。  推計できない。  

9  ライニング鋼管用管嫡防食継手（ネジ継手）  1985年頃開発、19粥JWAK150として規格化  

ステンレス鋼管（ねじ・フランジ・溶接・プレス  
10   式・リング式継手等）  

田  波状ステンレス銅管  

12  石綿セメント管  
出展：水道統計及び  

86．806km  19．890km   全国簡易水道統計  

13  硬質塩化ビニル管（TS継手）  
1956年TS継手  約SOOkm  

がJIS規格化  
265．062山Il  

推定懲   

14  硬質塩化ビニル管（RR継手）  
1973年RR  

販売開始   7，305k川  

15  硬質塩化ビニル管（RRロング継手）  
1リリb牢KKロ／  グ  

打罵声貯木皐   
926km   131kml   

16  硬質塩化ビニル管（離脱防止金具併用甑ロン ）  
グ継手  

17  水運配水用ポリエチレン管（融着継手）  
（阪神大震災を契機に開発1997年J柑A規格化ご004年水道ビ  
ジョン、05年水道事業ガイドラインで耐震管認定）  4．128b   800km  

18  （ガス剛ポリエチレン管（融着継手）  
（腐食・地震等対策として1979年JIS制定、82年力轟スキ業法に規定、当覇ⅢF  
システム、89年JIS改正で融脊椎手が追加、90年より融着地幸便用開始）  144，500k皿l   11，200kⅢ  

19  水道用ポリエチレンニ層管  
（1950年代より使用の低密度給水PE管の水泡剥離対策のため、81年から  201．738トン  9．094トン  

開発着手、88年団体規格化、93年JIS追加、98年二層皆のみのJIS化）  （S63～H16年度）  （21，457km）  

波付鋼管外そう断熱二重ポリエチレン管  （1970年代より耐温水性良好な架橋PE導管を用いた高  

20   （GNG）  保温性樗造の複合管を開発、80年に初納入）  662b   18k打l  

21  鋼帯外そうポリエチレン管  
（1970年代よりPE管の耐食性を清かしクトブ’現象を抑  
えた鋼帯外そうPE複合管を開発、78年に初細入）  2，140km   61km  

11ツリUIPlヽ＝人ソ／ノミr7卜て‾ソ「じ  
り∩  アラミド外そうポリエチレン管  複合管を開発、2000年に初納  62km   46kⅢ1   

↑†  

23  凍結防止用給水管（アラミド外そう仕様）  
【1980年代より凍籍防止構造のPE複合管を開発、83年  

に初納入、ごOP4年に鋼帯を7ラミドに切昔）  
l  

203bm   19krロ  

なTS管路は塩ビ管全体の約10％と推定   



1．水道水源開発等施設整備費補助金  

【石綿セメント管更新事鼻1   

→ 老朽庄の轟い石綿セメント皆の更新車凛  

次の■、bのいすれかの伽であること．  
a：地雲助災対策強化地■又は真竹欄・鴨菊地蟹肋双対策蛙進也壌  

の抽★細が は中線矧こモのおそれがある地嬢  
水道事▲書   

G：鎗ホ人口が5万人未満  
d：緒氷人口が5万人以上である肌家庭用10n13の水運料金が給水人口5万人以上の水草事真書における平均封建よりもー机1こと，  

Q）次の●、bのいすれかの嶋撫であること．  
8：地電防災対策強化姐墳又は景甫苓・璃鶉地鑑防災対策根絶蝮  

○：蛤＊人口が8万人禾真の水江事業肴こ用水仇偽を行っていること．  
d：絵本人口ぬtS万人机上であるが、＃駐掲1伊rt3の水道料金が輪水人口5万人以上の水道事先着における平均≠金よりも事い  

水遭事集書lこ用水鋏絶を宿っていること．   

※「巾鶉・絹鶉地震防災対★穐1地嶋jとはた亀鶉・11地象対汝鳩嘲推（平成1ヰ法鑓書8之号）算3奥書1項の焼玉に基づく鵠定地境をいう，  
確aの「管ヰ近代化事暮jの什電弼内の石欄セメント曹の更新事九は補助対た外である．  
※更新事義に伴う仮配tの設亡事業、増口径竜洋うものlこ係る増口径分は補助対■外である．  

【老朽管更新事兼】   
一細後20年以上鮭過した麟鉄管及びコンクリート甘の更新事1  
d・分  l ■．t；書  

弓■ 助】鑑 択 事 件   
次の■．bのいすれかの地墟であること．  

■：地書防災対策討b地壌又は薫育海・南海地震防災射れ個蝿ヰ  

水遭事象篭   がある鰻蛙又はヰ後年●に手のお手九がある鰻蛙  

鮎肋  全て放当              b：地雷による水道穐鰻の毯宇j仔■      水道事▲書が次のら．dのLlず丸かに膝当ナること．      ○：銘水人口が6万人兼漬  
小錦氷人ロボ5万人以上であるが、井底用1（h伯の水遭料金が給水人口5万人以上の氷遭事井手における平均料金よりも高しヽこと．  

1．i＃の妻漸  
l補助睾1／ヰ）  交付璽暮l  全て鰊当  の（邁七lで】亡めるl】銀t射■として靖うー鮪暮暮      ▲ 未■囁駅R／m3父上上  

①次の■、bのいすれかの地tであること．  
■：地t防災村蜘壮絶叫又は1青篇・加瀬地■防災鮒熊絶遺地域      b：地j■に上る水■▲王如】せ■」洋■力lあ占錮鷹文仕ヰー睦韓にせのお手 

水道用水  がある鰭■  
九      水江用水供給事1者が次の○、dのいすれかに慎当すること．  

供給事t看                 課長i知  全て識当                          ¢：給水人口が魯万人舞鶉の水遇■簾書こ用水供給を行っていること．  
d：給水人口が5万人以上であるが、ま庭用1加8の水遭料生が給水人口5万人以上の水道事＃モにおける平均料金よりも高い  
水損事■書に用水偶輪を吊っていること．  

2．欄助串欄上げ  水遭事■書  交付榊  全て該当   
（補助串1／8）  水道用水 一鐘l尭暮暮奮  交付事♯  全て談当   

※l地震防災対象徴  化地嶋」と杜夫規模地E対策特別措置    法周知58年法傭霹78号）鷺3集算l礪の規定に■づく持滝地t軌lう．   
※r兼帯琴・粛潜地声防災対景虎遺地蠣」とは王鴨井・蔦葛地震財慮特別繕書法仲戚14年法律算02号〉薫きよ算1項の規定に基づく栂触をいう．  

2．鰭易水道等施設繁儒黄補助金  

【生活基盤近代化事集基幹帝良】   
→鉛製管及び布役後20年以上軽過した管の更新ヰ糞   




